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労働力調査の変更に関する審査メモで示された論点に対する回答 

 

１ 労働力調査の変更 

（１）報告を求める事項の変更 

ア 「最近の求職活動の時期」及び「就業の可能性」の新設等 

 

（回答） 

１ 我が国の労働力調査では調査期日を月末としており、求職活動期間を４週間とすると、

月初めの数日間が含まれず、報告者に混乱を来す可能性があり、１か月の方が報告者にと

ってわかりやすいと考える。 

また、現行の特定調査票においても、１か月の期間で求職活動を把握しており（特定調

査票Ｂ３及びＣ４）、現行の調査との時系列維持が可能となる。 

これらの理由から、求職活動期間については「１か月」としたい。 

     

２ 労働力調査は、雇用情勢の判断のために就業状態を時系列的に明らかにする調査であり、

時系列の維持がユーザーニーズの観点からも重要になる。 

また、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26年３月 25日閣議決定）におい

ても、失業者等の定義の変更や失業率を補う新たな指標の作成及び提供については、時系

列比較の観点にも留意しつつ、統計の作成及び提供に努めることとされている。 

このため、時系列を維持するため、「月末１週間の就業状態」を把握する調査事項（基礎

調査票⑤欄）を変更せずに、従来の完全失業者を引き続き把握した上で、「最近の求職活動

の時期」及び「就業の可能性」（就業可能時期）の調査事項を追加することにより、新たな

定義で追加される失業者を把握することとしたものである。 

 

３ 新たな定義による失業者については、未活用労働指標の一環として、四半期ごとの詳細

集計において公表することとし、最初の公表は、平成 30年５月の予定である。 

労働力調査の結果（失業率等）は、政府が毎月公表する月例経済報告の中で、景気を判

断する重要指標の一つとして利用されていることから、当面は、現行の完全失業者（完全

失業率）等を基本集計として毎月公表していく。 

これらの公表に際しては、利用者に混乱が生じないよう、わかりやすい解説資料を作成

して提供するなど、適切な情報提供に努めてまいりたい。 

１ ILO決議における新たな定義では、求職活動期間は「４週間又は１か月」とされている

が、我が国においては当該期間を「１か月」と設定する理由は何か。 

２ 従前の定義に準拠した完全失業者を把握する調査事項である「調査の期日を最終日とす

る７日間における就業状態」を変更して新たな失業者を把握するのではなく、従前の定義

による完全失業者に加え、更に新たな失業者を把握する理由・必要性は何か。 

３ 新たな定義による失業者については、どのような形で、いつから公表する予定か。新旧

２つの定義による失業者を公表するに当たり、調査結果の利活用上、混乱が生じないよう

にするなど、どのような措置を講ずる予定か。 

資料３－２ 
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イ 「就業時間の増加及び仕事の追加の可否」の追加 

 

（回答）  

１ 特定調査票Ａ１の設問は、１週間に仕事をした時間が 35時間未満だった者（休業してい

た者を含む）について、その理由を把握するための調査事項である。 

このため、Ａ１に回答不要な１週間に仕事をした時間が 35時間以上の者については矢印

によって次の調査事項へ誘導しているものである。 

なお、週 35時間以上の者を含めた全ての就業者における設問Ａ２の回答状況と１週間に

仕事をした時間が 35 時間未満の者のＡ１に回答してＡ２に回答しなかった者の回答状況

については、不詳の割合に大きな差がなかった。 

このことから、Ａ１からの誘導の有無による誤認はないと考えている。 

 

２ 特定調査票Ａ１の設問は、１週間に仕事をした時間が 35時間未満だった者（休業してい

た者を含む）について、その理由を把握するための調査事項であり、１週間に仕事をした

時間が 35時間以上の者の場合は、Ａ１への回答の必要がない。 

また、１週間に仕事をした時間については、変更案の基礎調査票⑥欄（現行の基礎調査

票⑧欄）で記入された時間により把握することとしており、Ａ１の回答において、35時間

以上の場合と 35 時間未満の回答漏れである場合が混在することはない。 

このことから、35 時間以上の者に対する回答記入欄を設けることは、それらの者に対す

る記入負担の増加となることから必要ないと考えている。 

なお、他の調査事項との並びからみても、条件によって記入しない設問は他にもある（基

礎調査票⑨欄）。 

 

  

１ 特定調査票の「短時間就業及び休業の理由」（Ａ１）においては、１週間に仕事をした時

間が35時間以上の場合についてのみ下向き矢印によって次の調査事項である「就業時間増

減希望の有無」（Ａ２）に誘導しているため、１週間に仕事をした時間が35時間未満の場合、

Ａ２について回答不要であると誤認するおそれがないか。 

２ Ａ１が未記入の場合、１週間に仕事をした時間が35時間以上の場合と、１週間に仕事を

した時間が35時間未満だが回答漏れである場合が混在するため、１週間に仕事をした時間

が35時間以上の場合についても回答記入欄を設ける必要はないか。 
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ウ 「最近の求職活動の時期」の削除 

    

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

１ 現行の特定調査票Ｂ３は、完全失業者のこの１か月の求職活動の時期を調査し、失業

の実態を把握していたものであるが、この設問の回答内容の組合せにより、失業率の国

際比較に活用していた。 

     

２ 変更案の特定調査票のＢ１（求職活動の方法）において、期間を１か月に明確化する

とともに、選択肢に「求職活動の結果を待っていた」を追加することにより、これらの

者を直接把握することが可能となることから、現行の特定調査票Ｂ３の削除による支障

はないと考えている。 

 

エ 「求職活動の方法」の変更 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

１ 現行の特定調査票Ｂ１については、失業者の具体的な求職活動の方法を把握し、各種

の雇用対策や学術研究に利用可能なデータとして提供していた。 

 

２ 特定調査票Ｂ１の設問については、ＩＬＯ決議の失業の要件にあわせ、求職活動期間

を１か月に明確化する変更を行い、月初めに仕事を探していた者も対象に含めて把握す

ることとする。 

また、回答の選択肢の「その他」を分割し、諸外国と比較するために必要な事項を追

加する。 

１ 従来の完全失業者に対する「最近の求職活動の時期」（Ｂ３）については、そもそも完

全失業者は、従前の定義に基づけば、月末１週間に求職活動をしていた者であるにもか

かわらず、本調査事項により改めて求職活動の時期を把握していた理由は何か。また、

本調査結果については、具体的にどのように利活用されたのか。 

２ 前記１の把握理由及び利活用状況を踏まえ、本調査事項を削除することによる利活用

上の支障等はないか。 

１ 本調査事項により得られるデータは、具体的にどのように活用されていたのか。 

２ 国際比較可能性への対応に留意しつつ、求職活動期間を変更することにより、どのよ

うな影響が生じることが考えられるか。前記１の利活用に照らして、支障等が生じるこ

とはないか。 

３ 従来の完全失業者に対する調査事項である「最近の求職活動の時期」（Ｂ３）を用い

て、過去に行った求職活動の結果を待っていた者を推計していたとしているが、具体的

にどのように、データを利用していたのか。今回の選択肢の追加により、具体的にどの

ようにして代替するのか。 

４ 今回追加する選択肢については、他の選択肢にも照らして、求職活動の方法に係る選

択肢として適当か。諸外国の同種の調査において、求職活動の方法について把握してい

る事例はないか。他に適切と考えられる選択肢はないか。 
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このため、現行の特定調査票Ｂ１の選択肢で「その他」と回答していた者が減少する

などの変化が生じる可能性があるものと考えている。 

なお、調査事項の変更により時系列に影響が生じた場合には、結果について説明するな

ど、適切な情報提供をしてまいりたい。 

 

３ 現行の特定調査票Ｂ３では、求職活動の時期を調査し、結果を待っていた者を推計して

国際比較に活用していた。 

変更後の特定調査票Ｂ１では、参照期間を１か月に明確化するとともに、選択肢を追加

することにより、選択肢の主従の記入内容から直接把握することができる。 

これにより、現行と同様の試算が可能となる。 

 

４ 求職方法に関する調査事項の同様な選択肢の例としては、ＥＵでは、「求職申込みの結

果待ち」、「公共職業紹介機関からの呼び出し待ち」、「公共部門への採用公募の結果待ち」

を選択肢として設けており、イギリスは、「求職申込みの結果待ち」を選択肢に設けてい

る。（別紙１参照） 

これらの国などと比較しても、選択肢としては適当と考えている。 
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（２） 集計事項 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

１ 別紙２参照。 

    

２ 調査事項の変更により、ＩＬＯ決議で示された４指標を全て集計することとしている。 

これにより、「公的統計の整備に関する基本的な計画」で指摘された国際基準に対応し

た統計の作成が可能となる。 

また、現行の「完全失業率」も集計することで、時系列比較にも留意をしており、適

当なものと考えている。 

    

３ 未活用労働指標については、四半期ごとの詳細集計において公表することとし、最初

の公表については、平成 30年５月の予定である。 

また、新たな定義の失業率の毎月の公表については、季節調整による時系列比較が可

能となってから公表することを考えている。 

統計の継続性を確保する措置としては、当面、現行の「完全失業率」を公表しながら、

変更後の調査結果の検証を行い、具体的な措置の必要性を含め検討してまいりたい。 

 

４ 我が国においては、失業を含む未活用労働指標を多面的に捉える観点から、ＬＵ１～

ＬＵ４に加え、深刻度の高い者（会社都合による離職者等）を対象とした率、ＩＬＯ決

議で定めるオプション要件（２週間以内に就業可能な者）を適用した拡張求職者を加え

た率を算出し、公表することを予定している。 

また、平成 27年 10月から平成 28年３月の６か月間、南関東の１都３県（埼玉県、千

葉県、東京都及び神奈川県）で毎月約 7,200世帯を対象に実施した「就業希望の把握に

関する準備調査」（試験調査）による各指標の試算値は以下のとおりとなっている。 

ただし、当調査は一部の地域で限られた時期において実施したものである点に留意が

必要である。 

１ 調査事項の追加・変更に伴い、新たに作成される集計表の表章（様式）はどのようなも

のか。 

２ 調査結果の利活用の観点からみて、作成される集計表は、十分かつ適当なものとなって

いるか。 

３ 新たな失業率を含む未活用労働に係る新指標については、いつから公表を行うのか。と

りわけ新たな定義による失業者についての結果については、前年同月比較及び季節調整値

による前月比較が可能となるまで、基本集計においては、これまでの定義による完全失業

者についての結果を引き続き公表することとしているが、具体的にはいつから基本集計で

新たな定義による失業者についての結果の公表を行う予定か、また、統計の継続性を確保

する観点からどのような措置を講ずるのか。 

４ 未活用労働に係る新指標について、本調査結果に基づき、具体的にはどのような指標（補

助的な指標を含む。）を作成することを予定しているのか。また、本調査の見直しに向け

た試験調査として実施した「就業希望の把握に関する準備調査」（一般統計調査）の結果

において、これらの新指標の値についてどのような結果が得られているのか。 
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      【試験調査による各指標の試算値（６か月平均）】 

指 標 名 試算値（男女計） 男 女 

未活用労働指標（ＬＵ１） 3.7 ％ 3.6 ％ 3.8 ％ 

未活用労働指標（ＬＵ２） 6.4 ％ 5.1 ％ 8.2 ％ 

未活用労働指標（ＬＵ３） 4.6 ％ 4.4 ％ 5.0 ％ 

未活用労働指標（ＬＵ４） 7.4 ％ 5.9 ％ 9.5 ％ 

未活用労働補助指標１ 
（会社都合等による失業の率） 

2.3 ％ 2.2 ％ 2.5 ％ 

未活用労働補助指標２ 
（拡張求職者を加えた率） 

3.9 ％ 3.7 ％ 4.1 ％ 
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２ 統計委員会諮問第 39号の答申（平成 24年１月 20日付け府統委第６号）における「今後の課題」

への対応状況について 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

１ 現行の労働力調査の「従業上の地位」と変更案の労働力調査における雇用契約期間の各選

択肢については、以下のとおり対応している。 

 

   【現行】 

    

   【変更案】 

    
 

  

１ 今回の変更により削除することとする「常雇の人（無期の契約）」、「常雇の人（有期の契

約）」、「臨時雇の人」及び「日雇の人」の別と、追加する雇用契約期間の各選択肢との対応

関係はどのようになっているか。統計の継続性の確保の観点からみて問題ないか。 

２ 前回答申における今後の課題において、「労働力調査の『従業上の地位』に係る平成 25

年の調査結果及び平成 24年就業構造基本調査の『雇用契約期間の定めの有無』に係る調査

結果（平成 25年７月公表予定）における回答状況を分析の上」で検討することとされてい

るところ、これに関しては、どのような分析及び検討を行ったのか。その分析・検討の結果

に照らして、今回の変更内容については適当か。 
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２ 『従業上の地位』に係る平成 25年の調査結果及び平成 24年就業構造基本調査の『雇用契

約期間の定めの有無』に係る調査結果における回答状況の分析及び検討については以下のと

おりである。 

 

 

二つの調査結果を比較すると、以下の差が発生している。 

・ 労働力調査の「常雇の人（有期の契約）」は18.8％、就業構造基本調査の対応する

雇用契約期間では合わせて4.5％であり、労働力調査の方が14.3ポイント高くなって

いる。 

・ 労働力調査の「臨時雇いの人」は7.4％、就業構造基本調査の対応する雇用契約期

間では合わせて15.1％であり、労働力調査の方が7.6ポイント低くなっている。 

・ 就業構造基本調査の結果では、雇用契約期間の（定めの有無）が「わからない」

者も8.3％存在する。 

これらの分析結果から、労働力調査の「常雇の人（有期の契約）」において差が大きくみら

れた。 

この結果を踏まえ、「就業希望の把握に関する準備調査」（試験調査）では、今回の変更案

の調査事項により調査を実施した。その結果と平成 24年就業構造基本調査の結果を比較した

ところ、同じ雇用契約期間ごとにおいては、回答割合の差が小さくなった。 

このことから、労働力調査においても、雇用契約期間を把握することが適切であり、今回

の変更は適当であると考えている。 

 

 

 

調査事項 調査結果 調査事項 調査結果
計 100.0 計 100.0 0.0 
常雇の人（無期の契約） 71.6 定めがない 68.5 3.1 
日雇の人 1.6 １か月未満 0.2 1.4 

１か月以上６か月以下 6.2
６か月超１年以下 8.9
１年超３年以下 3.5
３年超５年以下 1.0
その他 2.9 ▲ 2.9 
定めの有無がわからない 8.3 ▲ 8.3 

不詳 0.6 0.6 

表1　労働力調査と就業構造基本調査の比較

労働力調査（H25平均） H24就業構造基本調査 比較
（労調－就調）

構
成
比

(

%

)

臨時雇の人 7.4 ▲ 7.6 

常雇の人（有期の契約） 18.8 14.3 

調査事項 調査結果 調査事項 調査結果
計 100.0 計 100.0 0.0 
定めがない 68.5 定めがない 64.1 4.5 
１か月未満 0.2 １か月未満 0.2 ▲ 0.0 

１か月以上３か月以下 2.6
３か月超６か月以下 3.6

６か月超１年以下 8.9 ６か月超１年以下 8.9 0.0 
１年超３年以下 3.5 １年超３年以下 4.6 ▲ 1.1 
３年超５年以下 1.0 ３年超５年以下 1.1 ▲ 0.1 

５年超 2.0
期間がわからない 3.9

定めの有無がわからない 8.3 定めの有無がわからない 6.2 2.1 
不詳 2.9 ▲ 2.9 

表2　就業構造基本調査と準備調査の比較

H24就業構造基本調査 準備調査 比較
（就調－準備調査）

構
成
比

(

%

)

１か月以上６か月以下 6.2 ▲ 0.0 

その他 2.9 ▲ 3.0 
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（労働力調査 基礎調査票変更案） 

 

 

（参考）平成 29年就業構造基本調査 調査票 

 



ＥＵ及びイギリスの労働力調査の求職活動方法について 

 
【ＥＵ】 

 

以下、求職活動方法は 115まで分類され、同じ回答コードを用いて調査をしている。 

（求職活動方法一覧） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU LABOUR FORCE SURVEY EXPLANATORY NOTES (eurostat) 

   ※ 求職活動方法一覧は、出典から抜粋し作成した。 

 

【イギリス】 

 

出典：User GuideVOLUME 2 – LFS Questionnaire 2016 

別紙１ 

103 Contacted public employment office to find work 
104 Contacted private employment agency to find work 
105 Applied to employers directly 
106 Asked friends, relatives, trade unions, etc. … 
107 Inserted or answered advertisements in newspapers or journals 
108 Studied advertisements in newspapers or journals 
109 Took a test, interview or examination 
110 Looked for land, premises or equipment 
111 Looked for permits, licenses, financial resources 
112 Awaiting the results of an application for a job 
113 Waiting for a call from a public employment office 
114 Awaiting the results of a competition for recruitment to public sector 
115 Other method used 



　労働力調査　集計事項一覧（案）
＜基本集計　集計事項＞ 表中の印は，次の主な集計区分を示す。◎欄外区分　○表頭　●表側　（数字は後述の分類事項の該当種類を表す。）

調査票問番号

1 2 2 2 2 2 3 4 5 13 14 5 15 16 6 6 7 7 7 8 8 9 10 10 11 12

a b c d e a a b a b a b c a b a b

共　通 完全失業者 就　業　者 就 業 者 （ 続 き ） 共 通

分類事項

集計対象

（全国結果）

Ⅰ-1 15歳以上人口 ○ ●3 ●1 ●1f●4b ● ●5 ●1 Ⅰ-1 分類事項の種類を表す数字についている符号は，

Ⅰ-2 15歳以上人口 ◎ ●1 ●1 ○1 ●1 ●3 ●1f●10b ●1f ● ●5 ●1 Ⅰ-2 a…全産業のみの分類

Ⅰ-3 15歳以上人口 ◎ ○2 ○2 ○17 ●1f●10b ●1f ● ●5 ●1 Ⅰ-3 b…「農業，林業」のみの分類

Ⅰ-4 15歳以上人口 ◎ ○5 ○1 ●3 ●1f●10b ●1f ● ●5 ●1 Ⅰ-4 c…非農林業のみの分類

Ⅰ-5 15歳以上人口 ◎ ○1 ●1f●10b ●1f●4b ● ○5●5 ●1 Ⅰ-5 d…「農業，林業」及び非農林業の分類

Ⅰ-6 15歳以上人口 ◎ ○1 ○1 ●1 ●1f●10b ●1f ● ●5 ●1 Ⅰ-6 e…全産業，非農林業及び製造業の分類

Ⅰ-7 15歳以上人口（2か月目の調査世帯） ◎ ◎16 ○3●3 ○14d●14d ○1c○4b●1c●4b ○5●5 ○3●3 Ⅰ-7 f…全産業及び非農林業の分類

Ⅰ-8 15歳以上人口（2か月目の調査世帯） ◎ ◎16 ○2●2 Ⅰ-8

Ⅱ-1 就業者 ◎ ◎19 ○1 ○1 ○ ●1 ○1 Ⅱ-1 「従業者規模」については，

Ⅱ-2-1 就業者 ● ●7 ○1 Ⅱ-2-1 第Ⅰ-1表は，全産業，「農業，林業」，非農林業

Ⅱ-2-2 雇用者 ● ●7 ○1 Ⅱ-2-2 第Ⅱ-1表は，全ての産業

Ⅱ-3 就業者 ◎ ◎19 ○1 ◎20 ●1 Ⅱ-3 第Ⅱ-4表，第Ⅱ-7表，第Ⅱ-B表は，全産業のみ

Ⅱ-4 就業者 ◎ ●5 ●2 ●3 ○ ○1 ○1 ●1 ●1 ● ●2 ●2 ●1 Ⅱ-4 第Ⅱ-8表は，非農林業及び製造業

Ⅱ-5 就業者 ◎ ◎19 ●1 ○1 Ⅱ-5 第Ⅰ-1表，第Ⅱ-1表，第Ⅱ-4表，第Ⅱ-7表，第Ⅱ-B表，

Ⅱ-6 雇用者 ◎ ○ ●1 Ⅱ-6 第Ⅱ-8表以外の表は，非農林業のみ集計

Ⅱ-7 役員を除く雇用者 ◎ ●5 ●2 ●3 ●1 ●5 ◎13 ○1 ○ ●2 ●2 ●1 Ⅱ-7

Ⅱ-8 就業者 ◎ ◎19 ○1 ●2e●14b ●1e●4b ● ●4 ●1 Ⅱ-8 第Ⅰ-7表及び第Ⅰ-8表は表側が今月の状態，表頭が前月の状態

Ⅱ-9 就業者 ◎ ●4 ○1 ◎22 ●5 Ⅱ-9

Ⅱ-10 就業者 ● ◎19 ●2 ●1 ● ○1 Ⅱ-10 第Ⅳ-7表及び第Ⅳ-8-表は表側が妻の属性，表頭が夫の属性

Ⅱ-11-1 就業者（平均週間就業時間） ◎ ◎19 ●1 ○1 Ⅱ-11-1

Ⅱ-11-2 就業者（平均月間就業日数） ◎ ◎19 ●1 ○1 Ⅱ-11-2 第Ⅳ-11表は表側が世帯主の配偶者の属性，表頭が世帯主

Ⅱ-11-3 就業者（平均月間就業時間） ◎ ◎19 ●1 ○1 Ⅱ-11-3 の属性

Ⅲ-1 完全失業者 ○ ●3 ●2 ●18 ●2 Ⅲ-1

Ⅲ-2 完全失業者 ● ○3 ●1 ●1 Ⅲ-2

Ⅲ-3 完全失業者 ● ○2 ○2 ○17 ●1 ●1 Ⅲ-3

Ⅳ-1 総世帯 ● ○1 ○1 ●6 Ⅳ-1

Ⅳ-2 世帯主が就業者の世帯 ○3 ●2 Ⅳ-2

Ⅳ-3 世帯主が就業者の世帯 ○3 ●2 Ⅳ-3

Ⅳ-4 総世帯 ●1 ○ Ⅳ-4

Ⅳ-5 総世帯 ●2 ○ Ⅳ-5

Ⅳ-6 総世帯 ●2 ○ Ⅳ-6

Ⅳ-7 夫婦のいる世帯 ◎2 ○5●5 ○3●3 ○19f●19f ○5●5 Ⅳ-7

Ⅳ-8 夫婦のいる世帯 ◎2 ●11 ○5 ○3 ○20f ○5 Ⅳ-8

Ⅳ-9 単身・母子・
高齢者世帯 ● ●4 ●6 ●8 ○5 ○20f ○5 Ⅳ-9

Ⅳ-10 親族世帯 ○ ●9 Ⅳ-10

Ⅳ-11 親族世帯 ○● ●4 ○15●15 Ⅳ-11

Ⅰ-A 総人口 ◎ ○1 ●7 ●22c ○5●5 Ⅰ-A

Ⅱ-11-4 就業者（平均年間就業時間） ◎ ◎19 ●1 ○1 Ⅱ-11-4

Ⅱ-A 就業者 ● ●4 ○1 Ⅱ-A

Ⅱ-B 就業者（平均年間就業日数・時間） ◎ ●5 ●2 ●3 ○ ●2 ●1 ● ●2 ●2 ●1 Ⅱ-B

（地域結果）

1 15歳以上人口 ◎ ●6 ○3 ●3 ●2 ●3 ●12a ●2 1 地域別第3表の非農林業は，雇用者のみの集計

2 15歳以上人口 ◎ ○14 ●2 ●3 ●16 ●1 2

3 就業者 ◎ ○3 ●2 ●2 ●2 ●22c ●6 ●2 ●4 3
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別紙２ 



＜詳細集計　集計事項＞（全国結果） 表中の印は，次の主な集計区分を示す。◎欄外区分　○表頭　●表側（数字は後述の分類事項の該当種類を表す。）

調査票問番号

1 2 2 2 2 3 3 4 5 13 14 5 15 16 6 7 8 8 9 10 11 12 A1 A2 A3 A3 A3 A4 A5 A6 A7 A7 B1 B2 B3 B4 B5 C1 C2 C3 13 C4 C5 D1 D2 D2 D3 D4 D5 D6 E1 E2
a b d f a b a b b b a b b a b c a b (※7) (C1) a b

共　　通 失業者 就　業　者 就　業　者 失業者 非労動力人口 共通
分類事項

集計対象

Ⅰ-1 15歳以上人口 ◎ ○2 ●4 ●5 ●2 ● ●1 ● ●1 ●1 ●3 ●6 ● ◎8 Ⅰ-1 未活用労働指標１～４，未活用労働補助指標１，２を追加

Ⅰ-2 15歳以上人口 ◎ ○1 ○2 ●14 ○1 ●1 ●22 ●5 ●1 ●3 ○1 Ⅰ-2

Ⅰ-3 15歳以上人口 ◎ ◎4 ◎2 ○14 ●1 ●8 ●3 ●5 ● ●1 ●1 ●3 ● ○7 Ⅰ-3

Ⅰ-4 15歳以上人口（※1） ◎ ◎19 ○3 ●3 ●2 ○ Ⅰ-4 「うち就業希望者」の欄外あり

Ⅰ-5 15歳以上人口 ◎ ●2 ○3 ○1 ○ ○ ○2 ○ ○1 ●2 Ⅰ-5 「女性のうち有配偶」の欄外あり

Ⅱ-1 就業者 ◎ ○5 ○2 ○13 ○1 ●4 ●1 ● ●2 ●2 ○2 ○1 Ⅱ-1 「うち追加就労希望就業者」の欄外あり

Ⅱ-2 就業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ○4 ●4 ●3 ●1 ● ●2 ●2 ●2 ○1 ○1 ○ Ⅱ-2 月末1週間の就業時間に「休業者」あり

Ⅱ-3 前職のある就業者（転職者） ◎ ●14 ○ ○  ●19 ● ●2 ● ◎8 Ⅱ-3

Ⅱ-4 新規就業者 ● ●14 ○6 ○1 ○ ○2 ●2 ◎8 Ⅱ-4

Ⅱ-5 就業者 ◎ ○5 ○2 ○13 ●4 ○5 ○1 ○ ○2 ○ ●1 ○ ○6 ○ Ⅱ-5

Ⅱ-6 就業者 ◎ ●5 ●2 ●13 ●1 ○6 ○1 ○ ◎8 ● Ⅱ-6

Ⅱ-7 前職のある就業者 ◎ ●5 ●2 ●12 ●5 ●3 ● ●2 ○ ○1 ○15 ○ ○2 Ⅱ-7

Ⅱ-8 前職のある就業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ●2 ●2 ○ ○1 ○2 ○2 Ⅱ-8

Ⅱ-9 役員を除く雇用者 ◎ ◎19 ○3 ○2 ●13 ○1 ● ●2 ●2 ◎8 ● Ⅱ-9

Ⅱ-10 就業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ●9 ○5 ○1 ○ ○2 ○2 ○2 Ⅱ-10

Ⅱ-11 週0～34時間就業者 ◎ ●5 ●2 ●13 ●1 ◎10 ●8 ●1 ●2 ●2 ○2 ○1 Ⅱ-11 「うち追加就労希望就業者」の欄外あり

Ⅱ-12 就業者 ● ○5 ○2 ○14 ◎11 ○5 ○1 ○ ◎5 ● Ⅱ-12

Ⅱ-13 転職等希望者 ◎ ●14 ●4 ●1 ● ●2 ●2 ○2 Ⅱ-13

Ⅱ-14 転職等希望者 ◎ ○18 ◎7 ●2 ●3 ● ●5 ●1 ○2 Ⅱ-14

Ⅱ-15 就業者 ◎ ●14 ●9 ●1 ● ●2 ●2 ○ ●3 ● Ⅱ-15 「うち追加就労希望就業者」の欄外あり

Ⅱ-16 非正規の職員・従業員 ◎ ●5 ●2 ●14 ●1 ●4 ●17 ◎2 ● ●2 ●2 ●2 ●1 ● ○1 ●1 ◎2 ●1 ● Ⅱ-16

Ⅱ-17 前職のある非正規の職員・従業員 ◎ ◎2 ○1 ◎3 ●15 ● ●2 ●2 ●2 ● Ⅱ-17

Ⅲ-1 失業者 ● ○5 ○2 ○14 ○1 ●2 ○2 ○ ○ Ⅲ-1

Ⅲ-2 失業者 ◎ ○5 ○2 ○14 ○1 ●1 ○2 ○ ○ Ⅲ-2

Ⅲ-3 失業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ○1 ●1 ○2 ● ● ●2 ● Ⅲ-3

Ⅲ-4 失業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ○1 ●1 ○ ●2 ●5 ●2 ●2 ○ ●4 Ⅲ-4

Ⅲ-5 失業者 ○ ●5 ●2 ●13 ●1 ●1 ●3 ●2 ○ ●1 Ⅲ-5

Ⅲ-6 失業者 ○ ◎19 ●1 ○ ● ●2 ●5 ●2 ●2 ● Ⅲ-6

Ⅲ-7 失業者 ◎ ●5 ●2 ●14 ●1 ●3 ●2 ○2 Ⅲ-7

Ⅲ-8 失業者 ● ●5 ●2 ●14 ●1 ○6 ○15 ○ ○2 ○2 ○2 Ⅲ-8

Ⅲ-9 離職した失業者（※2） ◎ ○14 ○3 ○2  ●15 ● ●2 ●2 ●2 ● Ⅲ-9

Ⅲ-10 離職した失業者 ◎ ○14 ●1 ●15 ● ●2 ●2 ●2 ○ Ⅲ-10

Ⅲ-11 失業者 ◎ ●14 ●5 ●11 ● ●2 ●2 ○2 Ⅲ-11

Ⅲ-12 前職のある失業者 ◎ ●14 ●1 ○ ○2 Ⅲ-12

Ⅳ-1 非労働力人口 ● ○5 ○2 ○13 ●1 ○ ●1 ●1 ○1 Ⅳ-1

Ⅳ-2 非労働力人口 ● ●5 ●2 ●13 ○1 ○ ○4 ○2 ●1 Ⅳ-2

Ⅳ-3 就業希望の非労動力人口 ◎ ●5 ●2 ●13 ○5 ○1 ●1 ○2 ●1 Ⅳ-3

Ⅳ-4 就業希望の非労動力人口 ◎ ○14 ○1 ○2 ●1 ●4 ●21 ● ●2 ●2 ●2 ● Ⅳ-4

Ⅳ-5 就業希望の非労動力人口 ◎ ◎19 ●5 ●1 ● ○2 ○2 Ⅳ-5

Ⅳ-6 前職のある非労動力人口 ◎ ○14 ●4 ●15 ● ●2 ●2 ●2 ○ Ⅳ-6 「うち潜在労働力人口」の欄外あり

Ⅳ-7 非労働力人口（※3） ● ●14 ◎4 ● ○1 Ⅳ-7

Ⅴ-1 夫婦のいる世帯（4種類） ◎3 ●14 ○1 ○9●12 ○20●18 ○5●5 ○3●3 ○2●2 ○
● Ⅴ-1 表側は妻の属性，表頭は夫の属性

Ⅴ-2 夫婦のいる世帯（4種類） ○3 ○ ●14 ○ ●12 ●18 ●5 ●3 ●2 Ⅴ-2 「夫が就業者」，「夫が非農林業雇用者」の欄外あり

Ⅴ-3 母子世帯・高齢者世帯 ●5 ●10 ○8 ○20 ○5 Ⅴ-3

Ⅴ-4 15歳以上人口（単身世帯） ○ ○14 ●2 ●7 ●1 ● ●1 ● ●1 ●1 ●3 ●6 ● Ⅴ-4

Ⅰ-A 15歳以上人口 ● ●14 ○3 ○5 ○1 ○ ○ ○1 ○ ○1 ●8 Ⅰ-A 「うち卒業で未婚」の表側あり

　　　　　（※1）前職が非農林業雇用者で過去3年間の離職者 （※6）就業内定者は「決まっている仕事の形態」

　　　　　（※2）過去3年間の離職者 （※7）「求職活動の有無及び時期」は基礎調査票の設問内容

　　　　　（※3）過去1年間に求職活動をした就業希望者及び就業内定者

　　　　　（※4）就業状態の把握に、特定調査票問番号A1,A2,A6,C4も使用

　　　　　（※5）休業者については「休業の理由」
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1

＜分類事項＞
※分類事項の番号は調査票問番号としている。

I　基礎調査票

1　男女 2-e　世帯特性
男女計 ○ 勤労者世帯 ○

男 ○ 　核家族世帯 ○

女 ○ 　　（世帯主のみ就業の世帯）

　　　夫婦のみの世帯 ○

2-a　世帯主との続き柄 　　　夫婦と未婚の子供の世帯 ○

項目 種類 1 2 3 4 5 6 　　（夫婦共働き世帯（夫婦のみ就業））

世帯主 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　　夫婦のみの世帯 ○

世帯主の配偶者 ○ ○ ○ ○ ○ 　　　夫婦と未婚の子供の世帯 ○

その他の家族 ○ ○ ○ 　　（就業者が2人以上の世帯）
　子又は子の配偶者 ○ ○ 　　　夫婦共に就業の世帯 ○

　　子 ○ ○ 　　　その他の世帯 ○

　　　うち　未婚※ ○ 　ひとり親と未婚の子供の世帯 ○

　　子の配偶者 ○ 　高齢者世帯員のいる世帯 ○

　その他の親族世帯員 ○ ○ 　　世帯主のみ就業の世帯 ○

　　孫 ○ 　　夫婦共働き世帯（夫婦のみ就業） ○

　　父母 ○ 　　就業者が2人以上の世帯 ○

　　祖父母 ○ 　その他の世帯 ○

　　兄弟姉妹 ○ 勤労者以外の世帯 ○

　　他の親族 ○ 　（世帯主が就業者の世帯）
その他 ○ ○ ○ 　　雇有業主世帯 ○

※「子」のうち「配偶関係」が「未婚」 　　雇無業主世帯 ○

　　法人経営者世帯 ○

2-b　世帯の種類Ⅰ 　　家族従業者の世帯 ○

項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 　　（別掲）高齢者世帯員のいる世帯 ○

2人以上の世帯 ○ 　世帯主が就業者以外の世帯 ○

　就業者世帯 ○ 　　高齢者世帯員のいる世帯 ○

　　自営業世帯 ○ （世帯主の就業状態・従業上の地位不詳の世帯）

　　雇用者世帯 ○

　　従業上の地位不詳 ○ 2-f　子供の数
　非就業者世帯 ○ 1人 ○

　就業状態不詳 ○ 2人 ○

単身世帯 ○ ○ 3人以上 ○

2-c　世帯の種類Ⅱ 3-a　年齢階級
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
2人以上の世帯 ○ ○ ○ 15～64歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　親族世帯 ○ ○ 　15～24歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　核家族世帯 ○ ○ 　　うち　在学中※ ○

　　その他の親族世帯 ○ ○ 　　15～19歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　非親族世帯 ○ ○ 　　　15～17歳 ○

単身世帯 ○ ○ ○ ○ 　　　18・19歳 ○

　うち　学生を除く※ ○ 　　20～24歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

※学生とは就業状態（主な活動状態）が「通学のかたわ 　　　20・21歳 ○

　らに仕事」の者及び非労働力人口のうち「通学」の者 　　　22～24歳 ○

　25～34歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2-d　世帯の家族類型 　　25～29歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 5 6 　　30～34歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

世帯主と親族世帯員のみの世帯 ○ 　35～44歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

   夫婦のみの世帯 ○ ○ ○ ○ 　　35～39歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 夫婦と子供から成る世帯 ○ ○ ○ 　　40～44歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 ひとり親と子供から成る世帯 ○ 　45～54歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 夫婦と親から成る世帯 ○ ○ ○ 　　45～49歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 夫婦，子供と親から成る世帯 ○ ○ ○ 　　50～54歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　 その他の世帯 ○ 　55～64歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者世帯員のいる世帯 ○ 　　55～59歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者世帯員のいない世帯 ○ 　　60～64歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子世帯 ○ ○ 65歳以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者世帯 ○ ○ 　65～69歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

   高齢者単身世帯 ○ 　70歳以上 ○ ○

65歳以上の親（高齢者）のいる世帯 ○ 　　70～74歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　75歳以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　75～79歳 ○

　　　80～84歳 ○

　　　85歳以上 ○

15～34歳 ○

35歳以上 ○ ○

　35～54歳 ○ ○

　55歳以上 ○ ○

15～59歳 ○

　15～29歳 ○

60歳以上 ○

　65～74歳 ○ ○

※「15～24歳」のうち「教育」が「在学中」

3-b　末子の年齢階級
0～3歳 ○

4～6歳 ○

7～9歳 ○

10～12歳 ○

13～14歳 ○

15～17歳 ○

18歳以上 ○
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4　配偶関係 6-b　月末1週間の就業時間
項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 3 項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
未婚 ○ ○ 週1～34時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

有配偶 ○ ○ ○ 　週1～14時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○

死別・離別 ○ 　　週1～4時間 ○ ○

（配偶関係不詳） 　　週5～9時間 ○

　　週10～14時間 ○

5-a，13，14　就業状態 　週15～34時間 ○ ○

項目 　　　　　　　　　　 種類 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 　　週15～29時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 　　　週15～19時間 ○

○ 　　　週20～24時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　　週25～29時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　週30～34時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 週35時間以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 　週35～48時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ 　　週35～39時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　週40～48時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　週49時間以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　週49～59時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　週60時間以上 ○

○ ○ ○ ○ ○ 　　　週60～69時間 ○

○ ○ ○ ○ 　　　週70～79時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ 　　　週80時間以上 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 週0～34時間 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 　週0～29時間 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 　　週0～14時間 ○

○ ○ ○ ○ ○ 週1～29時間 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 週30時間以上 ○

○ 　週35～42時間 ○

　未活用労働指標３ ○ 　週43～48時間 ○

　未活用労働指標４ ○ 週1～19時間 ○

　未活用労働補助指標１ ○ ○ ○ 週20時間以上 ○

　未活用労働補助指標２ ○ ○ ○ 週間就業時間不詳 ○ ○

※就業状態の把握に、特定調査票問番号A1,A2,A6,C1も使用 平均週間就業時間 ○ ○ ○

延週間就業時間 ○ ○

5-b　主な活動状態
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 5 7-a　月間就業日数 7-b　月間就業時間
主に仕事 ○ ○ ○ 項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類 1 2 項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類 1 2 3
通学・家事などのかたわらに仕事 ○ 月0日 ○ ○ 月0時間 ○ ○

　通学のかたわらに仕事 ○ ○ ○ 月1～5日 ○ ○ 月1～60時間 ○ ○ ○

　家事などのかたわらに仕事 ○ ○ ○ 月6～10日 ○ ○ 　月1～20時間 ○

通学 ○ ○ ○ ○ 月11～15日 ○ ○ 　月21～40時間 ○

家事 ○ ○ ○ ○ 　月11日 ○ 　月41～60時間 ○

その他 ○ ○ ○ 　月12日 ○ 月61～120時間 ○ ○ ○

　月13日 ○ 　月61～80時間 ○

15　探している仕事の主従 　月14日 ○ 　月81～100時間 ○

項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類 1 2 　月15日 ○ 　月101～120時間 ○

主にしていく仕事 ○ ○ 月16～20日 ○ ○ 月121～180時間 ○ ○ ○

かたわらにしていく仕事 ○ 　月16日 ○ 　月121～140時間 ○

（探している仕事の主従不詳） 　月17日 ○ 　月141～160時間 ○

　月18日 ○ 　月161～180時間 ○

16　求職理由 　月19日 ○ 月181～240時間 ○ ○ ○

項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 　月20日 ○ 　月181～200時間 ○

仕事をやめたため求職 ○ ○ ○ 月21～25日 ○ ○ 　月201～220時間 ○

　非自発的な離職 ○ ○ ○ 　月21日 ○ 　月221～240時間 ○

　　定年又は雇用契約の満了による離職 ○ 　月22日 ○ 月241時間以上 ○ ○ ○

　　勤め先や事業の都合による離職 ○ 　月23日 ○ 　うち　月241～260時間 ○

　自発的な離職（自己都合） ○ 　月24日 ○ 　うち　月261～280時間 ○

新たに求職 ○ ○ ○ 　月25日 ○ 月間就業時間不詳 ○ ○

　学卒未就職 ○ ○ ○ 月26日以上 ○ ○ 平均月間就業時間 ○ ○

　収入を得る必要が生じたから ○ ○ ○ 　うち　月26日 ○

　その他 ○ ○ ○ 月間就業日数不詳 ○ ○

（求職理由不詳） 平均月間就業日数 ○

6-a　月末1週間の就業日数 7-c　年間就業日数・時間
週0日 ○ 平均年間就業日数 ○

週1日 ○ 平均年間就業時間 ○

週2日 ○

週3日 ○

週4日 ○

週5日 ○

週6日 ○

週7日 ○

週間就業日数不詳 ○

平均週間就業日数 ○

　　　就業者

　　労働力人口

　15歳以上人口

　15歳未満人口

総人口

　　　　完全失業者

　　　　失業者

　　　　休業者

　　　　従業者

　　　　　追加就労希望就業者

　　就業状態不詳

　　　　就業可能非求職者

　　　　拡張求職者

　　　潜在労働力人口

　　非労働力人口

　失業率（未活用労働指標１）

　就業率

　労働力人口比率

　完全失業率

　未活用労働指標２
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8-a　（現職の）従業上の地位 10-b，D3　産業（続き）
D2-a　前職の従業上の地位 項目 種類 1 2 3 4 5 6
項目 種類 1 2 3 5 6 10 11 12 13 14 15 16 18 20 21 22 　運輸業，郵便業 ○ ○ ○

自営業主・家族従業者 ○ ○ ○ ○ 　　鉄道業 ○

　自営業主 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　道路旅客運送業 ○

　　雇有業主 ○ ○ ○ ○ 　　道路貨物運送業 ○

　　雇無業主 ○ ○ ○ ○ 　　水運業 ○

　　　一般雇無業主 ○ ○ 　　航空運輸業 ○

　　　内職者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　倉庫業 ○

　家族従業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　運輸に附帯するサービス業 ○

　　うち　1～14時間※ ○ ○ 　　郵便業（信書便事業を含む） ○

雇用者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　卸売業，小売業 ○ ○ ○

　　役員 ○ ○ ○ ○ ○ 　　卸売業 ○

　役員を除く雇用者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 　　各種商品小売業 ○

従業上の地位不詳 ○ ○ ○ ○ ○ 　　織物・衣服・身の回り品小売業 ○

※「家族従業者」のうち「月末1週間の就業時間」が「1～14時間」 　　飲食料品小売業 ○

　　機械器具小売業 ○

　　その他の小売業 ○

　金融業，保険業 ○ ○ ○

　不動産業，物品賃貸業 ○ ○ ○

　　不動産業 ○

　　物品賃貸業 ○

　学術研究，専門・技術サービス業 ○ ○ ○

　　学術・開発研究機関 ○

8-b　雇用形態 9　雇用契約期間 　　専門サービス業（他に分類されないもの） ○

項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 5 無期の契約（定めがない） ○ 　　広告業 ○

正規の職員・従業員 ○ ○ ○ 有期の契約（定めがある） ○ 　　技術サービス業（他に分類されないもの） ○

非正規の職員・従業員 ○ ○ ○ ○ ○ 　１か月未満 ○ 　宿泊業，飲食サービス業 ○ ○ ○

　パート・アルバイト ○ ○ ○ 　１か月以上３か月以下 ○ 　　宿泊業 ○

  　パート ○ ○ 　３か月超６か月以下 ○ 　　飲食店 ○

  　アルバイト ○ ○ 　６か月超１年以下 ○ 　　持ち帰り・配達飲食サービス業 ○

　労働者派遣事業所の派遣社員 ○ ○ ○ 　１年超３年以下 ○ 　生活関連サービス業，娯楽業 ○ ○ ○

　契約社員 ○ ○ ○ 　３年超５年以下 ○ 　　洗濯・理容・美容・浴場業 ○

　嘱託 ○ ○ ○ 　５年超 ○ 　　その他の生活関連サービス業 ○

　その他 ○ ○ ○ 　期間がわからない ○ 　　娯楽業 ○

（雇用形態不詳） 雇用契約期間の定めがあるかわからない ○ 　教育，学習支援業 ○ ○ ○

（雇用契約期間不詳） 　　学校教育 ○

　　その他の教育，学習支援業 ○

10-a　経営組織 10-b　（現職の）産業 　医療，福祉 ○ ○ ○

個人 ○ D3　前職の産業 　　医療業 ○

会社 ○ 項目 種類 1 2 3 4 5 6 　　保健衛生 ○

団体 ○ 農業，林業 ○ ○ ○ ○ 　　社会保険・社会福祉・介護事業 ○

官公 ○ 　農業 ○ 　複合サービス事業 ○ ○ ○

不詳 ○ 　林業 ○ 　　郵便局 ○

非農林業 ○ ○ ○ ○ ○ 　　協同組合（他に分類されないもの） ○

　漁業 ○ ○ ○ 　サービス業（他に分類されないもの） ○ ○ ○

　　漁業（水産養殖業を除く） ○ 　　廃棄物処理業 ○

　　水産養殖業 ○ 　　自動車整備業 ○

　鉱業，採石業，砂利採取業 ○ ○ ○ 　　機械等修理業（別掲を除く） ○

　建設業 ○ ○ ○ 　　職業紹介・労働者派遣業 ○

　製造業 ○ ○ ○ ○ 　　その他の事業サービス業 ○

　　食料品製造業 ○ 　　政治・経済・文化団体 ○

　　飲料・たばこ・飼料製造業 ○ 　　宗教 ○

　　繊維工業 ○ 　　その他のサービス業 ○

　　木材・木製品製造業（家具を除く） ○ 　　外国公務 ○

　　家具・装備品製造業 ○ 　公務（他に分類されるものを除く） ○ ○ ○

　　パルプ・紙・紙加工品製造業 ○ 　　国家公務 ○

　　印刷・同関連業 ○ 　　地方公務 ○

　　化学工業 ○ 　分類不能の産業 ○ ○ ○

　　石油製品・石炭製品製造業 ○

　　プラスチック製品製造業（別掲を除く） ○

　　ゴム製品製造業 ○

　　なめし革・同製品・毛皮製造業 ○

　　窯業・土石製品製造業 ○

　　鉄鋼業 ○

　　非鉄金属製造業 ○

　　金属製品製造業 ○

　　はん用機械器具製造業 ○

　　生産用機械器具製造業 ○

　　業務用機械器具製造業 ○

　　電子部品・デバイス・電子回路製造業 ○

　　電気機械器具製造業 ○

　　情報通信機械器具製造業 ○

　　輸送用機械器具製造業 ○

　　その他の製造業 ○

　電気・ガス・熱供給・水道業 ○ ○ ○

　情報通信業 ○ ○ ○

　　通信業 ○

　　放送業 ○

　　情報サービス業 ○

　　インターネット附随サービス業 ○

　　映像・音声・文字情報制作業 ○
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11　（現職の）職業
D4　前職の職業
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 世帯人員
管理的職業従事者 ○ ○ 平均世帯人員 ○

専門的・技術的職業従事者 ○ ○ 1人 ○

　技術者 ○ 2人 ○

　保健医療従事者 ○ 3人 ○

　教員 ○ 4人 ○

　その他の専門的・技術的職業従事者 ○ 5人 ○

事務従事者 ○ ○ 6人 ○

　一般事務従事者 ○ 7人以上 ○

　会計事務従事者 ○

　その他の事務従事者 ○ 15歳以上世帯人員
販売従事者 ○ ○ 15歳以上平均人員 ○

　商品販売従事者 ○ 1人 ○

　販売類似職業従事者 ○ 2人 ○

　営業職業従事者 ○ 3人 ○

サービス職業従事者 ○ ○ 4人 ○

　介護サービス職業従事者 ○ 5人 ○

　生活衛生サービス職業従事者 ○ 6人 ○

　飲食物調理従事者 ○ 7人以上 ○

　接客・給仕職業従事者 ○

　その他のサービス職業従事者 ○ 就業人員
保安職業従事者 ○ ○ 平均就業人員 ○

農林漁業従事者 ○ ○ 0人 ○

生産工程従事者 ○ ○ 1人 ○

　製品製造・加工処理従事者（金属製品） ○ 2人 ○

　製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） ○ 3人 ○

　機械組立従事者 ○ 4人 ○

　機械整備・修理従事者 ○ 5人以上 ○

　製品検査従事者 ○ 就業人員不詳 ○

　機械検査従事者 ○

　生産関連・生産類似作業従事者 ○

輸送・機械運転従事者 ○ ○

建設・採掘従事者 ○ ○

運搬・清掃・包装等従事者 ○ ○

　運搬従事者 ○

　清掃従事者 ○

　その他の運搬・清掃・包装等従事者 ○

分類不能の職業 ○ ○

12　（現職の）従業者規模
D5　前職の従業者規模
項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類 1 2 3 4
1～29人 ○ ○ ○ ○

　1～4人 ○ ○

　5～29人 ○ ○

　　5～9人 ○ ○

　　10～29人 ○ ○

30人以上 ○

　30～499人 ○ ○ ○

　　30～99人 ○ ○ ○

　　100～499人 ○ ○ ○

　500人以上 ○ ○ ○ ○

　　500～999人 ○ ○

　　1000人以上 ○ ○

官公 ○ ○ ○ ○

従業者規模不詳 ○ ○ ○

13　求職活動の有無及び時期（非労働力人口）
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2
過去1年間に求職活動あり ○ ○

　この1か月に求職活動あり ○ ○

過去1年間に求職活動なし ○

（求職活動の有無及び時期不詳）

14，C4(C1)　就業可能時期
項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 3 4
（就業希望者）

つける ○ ○

　すぐつける ○ ○ ○

　2週間以内につける ○ ○

　3週目以降につける ○ ○

つけない・わからない ○ ○

（就業内定者）

学校卒業後につく ○ ○

その他 ○ ○

　4週間以内につく ○ ○

　5週目以降につく ○ ○

（就業可能時期不詳）
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II　特定調査票

A1　短時間就業の理由 A4　現職の雇用形態についている理由（続き）
（月末1週間の就業時間が35時間未満の就業者） （非正規の職員・従業員）
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2
もともと週35時間未満の仕事 ○ 専門的な技能等をいかせるから ○ ○

勤め先や事業の都合 ○ 　専門的な技能等をいかせるからのみ ○

　景気が悪かった ○ 　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

　その他 ○ 　家計の補助・学費等を得たいからもある ○

自分や家族の都合 ○ ○ 　家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

　出産・育児のため ○ 　通勤時間が短いからもある ○

　介護・看護のため ○ 　正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

　休暇のため ○ 　その他もある ○

　その他 ○ 正規の職員・従業員の仕事がないから ○ ○

その他 ○ 　正規の職員・従業員の仕事がないからのみ ○

（短時間就業の理由不詳） 　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

※休業者は「休業の理由」 　家計の補助・学費等を得たいからもある ○

　家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

A2　就業時間増減希望の有無 　通勤時間が短いからもある ○

時間数増加希望者 ○ 　専門的な技能等をいかせるからもある ○

時間数減少希望者 ○ 　その他もある ○

時間数増加・減少非希望者 ○ その他 ○ ○

（就業時間増減希望の有無不詳） 　その他のみ ○

　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

A3-a　現職についた時期 　家計の補助・学費等を得たいからもある ○

過去1年間に就業 ○ 　家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

　通勤時間が短いからもある ○

A3-b　離職期間 　専門的な技能等をいかせるからもある ○

1か月以下 ○ 　正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

2，3か月 ○

4，5か月 ○ A5　転職等希望の有無
6か月～1年未満 ○ 項目 種類 1 2
（離職期間不詳） 転職等希望者 ○ ○

　求職者 ○ ○

A3-ｃ　在職期間 　非求職者 ○ ○

1年未満 ○ 転職等非希望者 ○

　1か月未満 ○ （転職等希望の有無不詳）

　1～6か月未満 ○

　6か月～1年未満 ○ A6　就業時間増加の可否
1～2年未満 ○ ○

2～3年未満 ○ ○

3～5年未満 ○

5～10年未満 ○ A7-a　前職の有無（就業者）
10～20年未満 ○ 項目 　　　　　　　　　　種類 1 2
20～30年未満 ○ 前職あり ○ ○

30年以上 ○ 副業として継続 ○

平均在職期間 ○ 前職なし ○ ○

（在職期間不詳） （前職の有無不詳）

A4　現職の雇用形態についている理由 A7-b　新規就業者・転職者
（非正規の職員・従業員） 新規就業者 ○

項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 転職者 ○

自分の都合のよい時間に働きたいから ○ ○

  自分の都合のよい時間に働きたいからのみ ○

  家計の補助・学費等を得たいからもある ○

  家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

  通勤時間が短いからもある ○

  専門的な技能等をいかせるからもある ○

  正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

  その他もある ○

家計の補助・学費等を得たいから ○ ○

　家計の補助・学費等を得たいからのみ ○

　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

　家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

　通勤時間が短いからもある ○

　専門的な技能等をいかせるからもある ○

　正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

　その他もある ○

家事・育児・介護等と両立しやすいから ○ ○

　家事・育児・介護等と両立しやすいからのみ ○

　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

  家計の補助・学費等を得たいからもある ○

　通勤時間が短いからもある ○

　専門的な技能等をいかせるからもある ○

　正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

　その他もある ○

通勤時間が短いから ○ ○

　通勤時間が短いからのみ ○

　自分の都合のよい時間に働きたいからもある ○

　家計の補助・学費等を得たいからもある ○

　家事・育児・介護等と両立しやすいからもある ○

　専門的な技能等をいかせるからもある ○

　正規の職員・従業員の仕事がないからもある ○

　その他もある ○

就業時間増加不可能

就業時間増加可能
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B1　求職方法 B1　求職方法（続き） 13　求職活動の有無及び時期（非労働力人口）
項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2
（主な求職方法） その他 ○ ○ ○ 過去1年間に求職活動あり ○ ○

公共職業安定所に申込み ○ ○ ○ 　その他のみ ○ 　この1か月に求職活動あり ○ ○

　公共職業安定所に申込みのみ ○ 　公共職業安定所に申込みもある ○ 過去1年間に求職活動なし ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ 　民間職業紹介所などに申込みもある ○ （求職活動の有無及び時期不詳）

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 　労働者派遣事業所に登録もある ○ ※基礎調査票の設問内容

　求人広告・求人情報誌もある ○ 　求人広告・求人情報誌もある ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 14,C4(C1)　就業可能時期
　事業所求人に直接応募もある ○ 　事業所求人に直接応募もある ○ 項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 3 4
　事業開始の準備もある ○ 　事業開始の準備もある ○ （就業希望者）

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 　求職活動の結果を問い合わせたもある○ つける ○ ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ 　求職活動の結果を待っていたもある ○ 　すぐつける ○ ○ ○

　その他もある ○ （従な求職方法） 　2週間以内につける ○ ○

民間職業紹介所などに申込み ○ ○ ○ 公共職業安定所に申込み ○ 　3週目以降につける ○ ○

　民間職業紹介所などに申込みのみ ○ 民間職業紹介所などに申込み ○ つけない・わからない ○ ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ 労働者派遣事業所に登録 ○ （就業内定者）

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 求人広告・求人情報誌 ○ 学校卒業後につく ○ ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ 学校・知人などに紹介依頼 ○ その他 ○ ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 事業所求人に直接応募 ○ 　4週間以内につく ○ ○

　事業所求人に直接応募もある ○ 事業開始の準備 ○ 　5週目以降につく ○ ○

　事業開始の準備もある ○ 求職活動の結果を問い合わせた ○ （就業可能時期不詳）

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 求職活動の結果を待っていた ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ その他 ○ D1　前職の離職時期
　その他もある ○ （求職方法不詳） 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 5 6
労働者派遣事業所に登録 ○ ○ ○ 3年超に離職 ○

　労働者派遣事業所に登録のみ ○ 過去3年間に離職 ○ ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ 　1年超3年以内に離職 ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ B2　失業期間 1年超に離職 ○ ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ 項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 過去1年間に離職 ○ ○ ○ ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 3か月未満 ○ 　6か月超1年以内に離職 ○

　事業所求人に直接応募もある ○ 　1か月未満 ○ 　過去6か月間に離職 ○

　事業開始の準備もある ○ 　1～3か月未満 ○ （前職の離職時期不詳）

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 3か月以上 ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ 　3～6か月未満 ○ ○ D2-b　前職の雇用形態
　その他もある ○ 　6か月～1年未満 ○ ○ 正規の職員・従業員 ○

求人広告・求人情報誌 ○ ○ ○ 　1年以上 ○ 非正規の職員・従業員 ○

　求人広告・求人情報誌のみ ○ 　　1～2年未満 ○ ○ 　パート・アルバイト ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ 　　2年以上 ○ ○ 　労働者派遣事業所の派遣社員 ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ （失業期間不詳） 　契約社員・嘱託 ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 　その他 ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ （前職の雇用形態不詳）

　事業所求人に直接応募もある ○

　事業開始の準備もある ○ D6　前職の離職理由
　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 会社倒産・事業所閉鎖のため ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ 人員整理・勧奨退職のため ○

　その他もある ○ 事業不振や先行き不安のため ○

学校・知人などに紹介依頼 ○ ○ ○ 定年又は雇用契約の満了のため ○

　学校・知人などに紹介依頼のみ ○ より良い条件の仕事を探すため ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ B3　探している仕事の形態 結婚・出産・育児のため ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ C3　希望している仕事の形態 介護・看護のため ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 雇われてする仕事 ○ 家事・通学・健康上の理由のため ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ 　正規の職員・従業員 ○ その他 ○

　事業所求人に直接応募もある ○ 　非正規の職員・従業員 ○ （前職の離職理由不詳）

　事業開始の準備もある ○ 　　パート・アルバイト ○

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 　　労働者派遣事務所の派遣社員 ○ E1　教育
　求職活動の結果を待っていたもある ○ 　　その他 ○ 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 5 6 7 8
　その他もある ○ 自営業主 ○ 在学中 ○ ○ ○ ○ ○

事業所求人に直接応募 ○ ○ ○ 　内職者 ○ 　小学・中学・高校 ○ ○ ○

　事業所求人に直接応募のみ ○ その他 ○ 　短大・高専 ○ ○ ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ （探している（希望している）仕事の形態不詳） 　大学・大学院 ○ ○ ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ ※就業内定者は「決まっている仕事の形態」 卒業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 　小学・中学・高校・旧中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ B4　仕事につけない理由 　短大・高専，大学，大学院 ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 賃金・給料が希望とあわない ○ 　　短大・高専 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　事業開始の準備もある ○ 勤務時間・休日などが希望とあわない ○ 　　大学・大学院 ○

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ 求人の年齢と自分の年齢とがあわない ○ 　　　大学 ○ ○ ○ ○ ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ 自分の技術や技能が求人要件に満たない ○ 　　　大学院 ○ ○ ○ ○ ○

　その他もある ○ 希望する種類・内容の仕事がない ○ 在学したことがない ○ ○

事業開始の準備 ○ ○ ○ 条件にこだわらないが仕事がない ○ （教育不詳）

　事業開始の準備のみ ○ その他 ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ （仕事につけない理由不詳） E2　仕事からの収入
　民間職業紹介所などに申込みもある ○ 収入なし ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ B5,C5　前職の有無 100万円未満 ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ 項目 　　　　　　　　　　種類 1 2 　50万円未満 ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 前職あり ○ ○ 　50～99万円 ○

　事業所求人に直接応募もある ○ 前職なし ○ 100～199万円 ○

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○ （前職の有無不詳） 　100～149万円 ○

　求職活動の結果を待っていたもある ○ 　150～199万円 ○

　その他もある ○ C1　就業希望の有無 200～299万円 ○

　求職活動の結果を問い合わせた ○ ○ ○ 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2 3 4 300～399万円 ○

　求職活動の結果を問い合わせたのみ ○ 就業希望者・就業内定者 ○ 400～499万円 ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ 　就業希望者 ○ ○ ○ 500～699万円 ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ 　就業内定者 ○ ○ 700～999万円 ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 就業非希望者 ○ ○ ○ 1000～1499万円 ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ （就業希望の有無不詳） 1500万円以上 ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ （仕事からの収入不詳）

　事業所求人に直接応募もある ○ C2　非求職理由
　事業開始の準備もある ○ 項目 　　　　　　　　　　 種類 1 2
　求職活動の結果を待っていたもある ○ 適当な仕事がありそうにない ○ ○

　その他もある ○ 　近くに仕事がありそうにない ○

求職活動の結果を待っていた ○ ○ ○ 　自分の知識・能力にあう仕事がありそうにない ○

　求職活動の結果を待っていたのみ ○ 　勤務時間・賃金などが希望にあう仕事がありそうにない ○

　公共職業安定所に申込みもある ○ 　今の景気や季節では仕事がありそうにない ○

　民間職業紹介所などに申込みもある ○ 　その他 ○

　労働者派遣事業所に登録もある ○ 出産・育児のため ○

　求人広告・求人情報誌もある ○ 介護・看護のため ○

　学校・知人などに紹介依頼もある ○ 健康上の理由のため ○

　事業所求人に直接応募もある ○ その他 ○

　事業開始の準備もある ○ （非求職理由不詳）

　求職活動の結果を問い合わせたもある ○

　その他もある ○



基本集計　第Ⅰ-2表

就業状態・従業上の地位・雇用形態（非農林業雇用者については従業者規模）・雇用契約期間・

主な活動状態・農林業・非農林業・世帯の種類・世帯の家族類型，年齢階級別15歳以上人口

年齢階級 15～64歳 65歳以上

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65 70歳以上

15～19歳 20～24歳 25 30 35 40 45 50 55 60 ～70 75歳以上

15 18 20 22 ～～～～～～～～69 ～75 80 85

～・ ・ ～29 34 39 44 49 54 59 64 歳 74 ～～歳

就業状態，従業上の地位，雇用形態，雇用契約期間，従業者規模 17 19 21 24 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 79 84 以

主な活動状態，農林業・非農林業，世帯の種類Ⅱ， 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上

世帯の家族類型 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

15歳以上人口 (1)  

労働力人口 (2)

就業者 (3)

従業者 (4)

主に仕事 (5)

通学・家事などのかたわらに仕事 (6)

通学のかたわらに仕事 (7)

家事などのかたわらに仕事 (8)

休業者 (9)

自営業主・家族従業者 (10)

自営業主 (11)

雇有業主 (12)

雇無業主 (13)

一般雇無業主 (14)

内職者 (15)

家族従業者 (16)

うち 週1～14時間 (17)

雇用者 (18)

役員 (19)

役員を除く雇用者 (20)

正規の職員・従業員 (21)

非正規の職員・従業員 (22)

パート・アルバイト (23)

パート (24)

アルバイト (25)

労働者派遣事業所の派遣社員 (26)

契約社員 (27)

嘱託 (28)

その他 (29)

無期の契約（定めがない） (30)

有期の契約（定めがある） (31)

１か月未満 (32)

１か月以上３か月以下 (33)

３か月超６か月以下 (34)

６か月超１年以下 (35)

１年超３年以下 (36)

３年超５年以下 (37)

５年超 (38)

期間がわからない (39)

雇用契約期間の定めがあるかわからない (40)

従業上の地位不詳 (41)

農業，林業 (42)

従業者 (43)

主に仕事 (44)

通学・家事などのかたわらに仕事 (45)

通学のかたわらに仕事 (46)

家事などのかたわらに仕事 (47)

休業者 (48)

自営業主 (49)

家族従業者 (50)

うち 週1～14時間 (51)

雇用者 (52)

従業上の地位不詳 (53)

非農林業 (54)

従業者 (55)

主に仕事 (56)

通学・家事などのかたわらに仕事 (57)

通学のかたわらに仕事 (58)

家事などのかたわらに仕事 (59)

休業者 (60)

自営業主・家族従業者 (61)

自営業主 (62)

雇有業主 (63)

雇無業主 (64)

一般雇無業主 (65)

内職者 (66)

家族従業者 (67)

うち 週1～14時間 (68)  

▲▲

総
数

総
数

総
数

総
数

▲

総
数 総

数

▲

総
数 総

数

総
数

総
数

総
数

総
数

雇用者 (69)

役員 (70)

役員を除く雇用者 (71)

正規の職員・従業員 (72)

非正規の職員・従業員 (73)

パート・アルバイト (74)

パート (75)

アルバイト (76)

労働者派遣事業所の派遣社員 (77)

契約社員 (78)

嘱託 (79)

その他 (80)

無期の契約（定めがない） (81)

有期の契約（定めがある） (82)

１か月未満 (83)

１か月以上３か月以下 (84)

３か月超６か月以下 (85)

６か月超１年以下 (86)

１年超３年以下 (87)

３年超５年以下 (88)

５年超 (89)

期間がわからない (90)

雇用契約期間の定めがあるかわからない (91)

従業上の地位不詳 (92)

非農林業雇用者（再掲） (93)

1～29人 (94)

1～4人 (95)

5～29人 (96)

5～9人 (97)

10～29人 (98)

30人以上 (99)

30～499人 (100)

30～99人 (101)

100～499人 (102)

500人以上 (103)

500～999人 (104)

1000人以上 (105)

官公 (106)

従業者規模不詳 (107)

完全失業者 (108)

非労働力人口 (109)

通学 (110)

家事 (111)

その他 (112)

就業状態不詳 (113)

労働力人口比率（％） (114)

就業率（％） (115)

完全失業率（％） (116)

（世帯の種類Ⅱ，世帯の家族類型）

2人以上の世帯 (117)

親族世帯 (118)

核家族世帯 (119)

その他の親族世帯 (120)

非親族世帯 (121)

単身世帯 (122)

うち学生を除く　　 (123)

世帯主と親族世帯員のみの世帯 (124)

夫婦のみの世帯 (125)

夫婦と子供から成る世帯 (126)

ひとり親と子供から成る世帯 (127)

夫婦と親から成る世帯 (128)

夫婦，子供と親から成る世帯 (129)

その他の世帯 (130)



詳細集計　第Ⅰ-1表
就業状態・新規就業者・転職者・現職の雇用形態についている理由・求職理由・
前職の離職理由・失業期間・探している仕事の形態・就業希望の有無・
非求職理由，年齢階級別15歳以上人口

年齢階級

就業状態，新規就業者・転職者，
現職の雇用形態についている理由，求職理由，

前職の離職理由，失業期間，探している仕事の形態，

就業希望の有無，非求職理由，前職の離職時期 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20)

15歳以上人口 (1)  ▲

労働力人口 (2)

就業者 (3)

うち　新規就業者 (4)

うち　転職者 (5)

うち　非正規の職員・従業員 (6)

現職の雇用形態についている理由（主な理由）

自分の都合のよい時間に働きたいから (7)

家計の補助・学費等を得たいから (8)

家事・育児・介護等と両立しやすいから (9)

通勤時間が短いから (10)

専門的な技能等をいかせるから (11)

正規の職員・従業員の仕事がないから (12)

その他 (13)

失業者 (14)

（求職理由，前職の離職理由）

仕事をやめたため求職 (15)

会社倒産・事業所閉鎖のため (16)

人員整理・勧奨退職のため (17)

事業不振や先行き不安のため (18)

定年又は雇用契約の満了のため (19)

より良い条件の仕事を探すため (20)

結婚・出産・育児のため (21)

介護・看護のため (22)

家事・通学・健康上の理由のため (23)

その他 (24)

新たに求職 (25)

学卒未就職 (26)

収入を得る必要が生じたから (27)

その他 (28)

（失業期間）

3か月未満 (29)

3か月以上 (30)

3～6か月未満 (31)

6か月～1年未満 (32)

1年以上 (33)

1年～2年未満 (34)

2年以上 (35)

（探している仕事の形態）

雇われてする仕事 (36)

正規の職員・従業員 (37)

非正規の職員・従業員 (38)

パート･アルバイト (39)

労働者派遣事業所の派遣社員 (40)

その他 (41)

自営業主　※内職者を含む (42)

うち　内職者 (43)

その他 (44)

うち　過去1年間に離職 (45)

非労働力人口 (46)

就業希望者 (47)

（非求職理由）

適当な仕事がありそうにない (48)

近くに仕事がありそうにない (49)

自分の知識･能力にあう仕事がありそうにない (50)

勤務時間・賃金などが希望にあう仕事がありそうにない (51)

今の景気や季節では仕事がありそうにない (52)

その他 (53)

出産・育児のため (54)

介護・看護のため (55)

健康上の理由のため (56)

その他 (57)

就業内定者 (58)

学校卒業後につく (59)  

その他 (60)

4週間以内につく (61)

5週目以降につく (62)

就業非希望者 (63)

うち　過去1年間に離職 (64) ▲

▲

75
歳
以
上

50
∫
54
歳

55
∫
59
歳

60
∫
64
歳

65
∫
69
歳

65
歳
以
上

70
∫
74
歳

55
∫
64
歳

45
∫
49
歳

15
∫
19
歳

20
∫
24
歳

25
∫
29
歳

25
∫
34
歳

35
∫
44
歳

30
∫
34
歳

35
∫
39
歳

40
∫
44
歳

45
∫
54
歳

総
数

15
∫
24
歳

15歳以上人口（再掲） (65)

労働力人口（再掲） (66)

就業者（再掲） (67)

うち　追加就労希望就業者 (68)

失業者（再掲） (69)

うち　非自発的失業者 (70)

非労働力人口（再掲） (71)

うち　潜在労働力人口 (72)

拡張求職者 (73)

就業可能非求職者 (74)

未活用労働指標１　新たな失業率（％） (75)

未活用労働指標２　追加就労希望就業者を加えた率（％） (76)

未活用労働指標３　潜在労働力人口を加えた率（％） (77)

未活用労働指標４　追加就労希望就業者と潜在労働力人口を加えた率（％） (78)

未活用労働補助指標１　会社都合等による失業の率（％） (79)

未活用労働補助指標２　拡張求職者を加えた率（％） (80)
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